
事 業 概 況 （令和 2年 3月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

令和元年度労災保険業務機械処理の令和2年 3月末現在における保険給付支払総額は7,562億円で、前年同期に比べて

1.3％増となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が3,605億円で47.7％と最も大きく、次いで療養補償給

付が2,492億円で33.0％を占めている。以下、休業補償給付が13.0％、障害補償一時金が4.0％、介護補償給付が1.0％、

遺族補償一時金が0.9％、葬祭料が0.3％、二次健康診断等給付が0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、介護補償給付が 18.2％増、二次健康診断等給付が 12.4％

増、年金等給付が2.7％増、障害補償一時金が1.4％増となっているのに対し、遺族補償一時金が10.5％減、葬祭料が8.7％

減、療養補償給付が0.3％減、休業補償給付が0.1％減となっている。（第１表） 

 

 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 2,296 億円で 30.4％、「建設事業」が 2,169 億円で

28.7％、「製造業」が1,815億円で 24.0％となっている。以下、「運輸業」が10.9％、「鉱業」が3.5％、「林業」が1.7％、

「船舶所有者の事業」が0.4％、「漁業」が0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「建設事業」が 2.3％増、「運輸業」及び「その他の事業」がそ

れぞれ1.6％増、「製造業」が0.5％増となっているのに対し、「鉱業」が3.3％減、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」

が3.0％減、「漁業」が1.9％減、「船舶所有者の事業」及び「林業」がそれぞれ1.3％減、となっている。（第２表） 

 

 

 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 746,751,892 100.0 1.1 756,209,907 100.0 1.3

療 養 補 償 給 付 249,890,093 33.5 4.9 249,238,472 33.0 0.3 △    

休 業 補 償 給 付 98,130,275 13.1 2.2 98,042,745 13.0 0.1 △    

障 害 補 償 一 時 金 30,158,627 4.0 0.9 30,595,830 4.0 1.4

遺 族 補 償 一 時 金 7,755,108 1.0 0.8 6,943,552 0.9 10.5 △   

葬 祭 料 2,095,478 0.3 0.3 1,912,871 0.3 8.7 △    

介 護 補 償 給 付 6,375,418 0.9 0.5 △    7,533,544 1.0 18.2

年 金 等 給 付 351,070,324 47.0 1.7 △    360,507,972 47.7 2.7

二 次健 康診 断等 給付 1,276,569 0.2 9.9 1,434,923 0.2 12.4

(注1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。

(注2) 本表の数値は、金額は百円単位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っている（以下、各表同じ）。
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第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況



 

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が 1,968億円で54.6％と最も大きく、次いで障害補

償年金が1,371億円で38.0％、傷病補償年金が266億円で7.4％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が1,188億円で33.0％、「製造業」が1,028億円で28.5％、

「その他の事業」が718億円で 19.9％となっている。以下、「運輸業」が10.9％、「鉱業」が5.0％、「林業」が1.8％、「漁

業」が0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.3％、「船舶所有者の事業」が0.2％となっている。（第３表） 

 

 

 

 

 

 

区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 746,751,892 100.0 1.1 756,209,907 100.0 1.3

林 業 12,740,022 1.7 4.6 △    12,570,800 1.7 1.3 △    

漁 業 2,297,750 0.3 1.0 △    2,254,684 0.3 1.9 △    

鉱 業 27,168,087 3.6 6.9 △    26,280,578 3.5 3.3 △    

建 設 事 業 212,003,339 28.4 0.4 △    216,853,785 28.7 2.3

製 造 業 180,495,765 24.2 0.1 181,475,857 24.0 0.5

運 輸 業 80,854,889 10.8 2.8 82,138,815 10.9 1.6

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
1,844,247 0.2 2.8 △    1,789,273 0.2 3.0 △    

そ の 他 の 事 業 226,055,065 30.3 4.3 229,597,713 30.4 1.6

船 舶 所 有 者 の 事 業 3,292,729 0.4 0.4 3,248,403 0.4 1.3 △    
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第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

平成30年度　31年3月末 令和元年度　2年3月末

令和元年度　2年3月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合 計

　業　種 年 金 年 金 年 金 （ 年金等給付 ）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 137,070,120 196,826,936 26,610,916 360,507,972 100.0

林 業 1,913,302 4,417,527 315,612 6,646,441 1.8

漁 業 348,889 1,135,630 59,269 1,543,787 0.4

鉱 業 1,687,610 13,105,874 3,201,817 17,995,302 5.0

建 設 事 業 37,715,368 71,428,427 9,656,676 118,800,471 33.0

製 造 業 50,979,229 46,836,178 4,953,392 102,768,800 28.5

運 輸 業 14,693,393 22,218,223 2,326,730 39,238,346 10.9

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
241,553 702,047 77,830 1,021,430 0.3

そ の 他 の 事 業 29,284,426 36,504,370 5,978,452 71,767,248 19.9

船 舶 所 有 者 の 事 業 206,349 478,660 41,138 726,147 0.2

構 成 比 38.0% 54.6% 7.4% 100.0% －

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

構成比

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況



 

保 険 料 

 

  令和元年度労災保険業務機械処理の令和2年 3月末現在における保険料徴収決定済額は8,731億円で、前年同期に比べ

て0.7％増となっている。保険料収納済額は8,603億円で、前年同期に比べて0.9％増となっている。また、収納率につい

てみると98.5％となっており、前年同期に比べて0.1ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が4,153億円で47.6％と最も大きく、次いで、「建設

事業」が 1,918 億円で 22.0％、「製造業」が 1,639 億円で 18.8％を占めている。以下、「運輸業」が 8.7％、「船舶所有者

の事業」が 1.5％、「林業」が 0.6％、「鉱業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ 0.3％、「漁業」が

0.2％となっている。（第４表） 

 

 

区　分　

平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度

　業　種 31年3月末 2年3月末 31年3月末 2年3月末 31年3月末 2年3月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 866,896,600 873,120,884 100.0 0.7 852,794,284 860,306,319 100.0 0.9 98.4 98.5

林 業 5,515,614 5,545,412 0.6 0.5 5,383,680 5,406,140 0.6 0.4 97.6 97.5

漁 業 1,952,542 1,965,585 0.2 0.7 1,882,738 1,892,194 0.2 0.5 96.4 96.3

鉱 業 2,734,578 2,676,918 0.3 2.1 △   2,485,853 2,449,164 0.3 1.5 △   90.9 91.5

建 設 事 業 198,456,575 191,783,782 22.0 3.4 △   194,515,660 189,055,354 22.0 2.8 △   98.0 98.6

製 造 業 161,267,541 163,877,129 18.8 1.6 159,057,722 161,619,577 18.8 1.6 98.6 98.6

運 輸 業 74,530,549 76,243,558 8.7 2.3 72,303,064 74,183,598 8.6 2.6 97.0 97.3

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
2,250,592 2,249,761 0.3 0.0 2,250,407 2,248,917 0.3 0.1 △   100.0 100.0

そ の 他 の 事 業 406,551,319 415,344,296 47.6 2.2 401,618,851 410,338,744 47.7 2.2 98.8 98.8

船舶所有者の 事業 13,637,290 13,434,443 1.5 1.5 △   13,296,308 13,112,630 1.5 1.4 △   97.5 97.6

構成比

対前年

同　期
増減率
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対前年
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第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況
保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率


